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○決算サマリー（対前年）

・当第2四半期累計期間の実績は、前年同期比で増収増益

・受注高 前年同期比＋7.5％の2,137億円 制御事業が堅調

・売上高 前年同期比＋1.3％の1,904億円 海外を中心に堅調

・営業利益 前年同期比＋18.5％の148億円 前年は国内制御事業

で一時的に粗利率が悪化していたことからの反動も含め増加

・四半期純利益は、前年同期に資産の売却益を25億円計上した反動を

受けながらも、前年同期比＋5億円の101億円

と、いずれも前年を上回る結果
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○営業利益分析

・営業利益、148億円 前年同期比＋24億円と大幅に増益

・主な要因は、 ①増収に伴い、粗利が前年同期比で＋20億円

②粗利率改善は、前年同期比で＋17億円

③販管費が戦略投資費用9億円の執行を含めて

前年同期比で増加し、12億円の減益要因に

④KBC関連の、のれん償却費減少は予定どおり

⑤会計処理変更は年間予定に対し少な目の出方

⑥為替の影響は前年同期比で▲５億円



○セグメント別の受注・売上・営業利益実績

・制御事業は、堅調に推移

・受注は前年同期比+131億円、売上は前年同期比+40億円の増収、

営業利益は前年同期比+33億円の大幅な増益

・受注、売上高は海外の製品販売（プロダクト品）を中心に堅調

・営業利益は増収の効果と日本を中心とした粗利率の改善により増益

前年度に日本の制御事業で採算の悪いジョブが一時的に集中した反動

が含まれる

・計測事業は、ほぼ前年並み。受注は前年同期比+1億円、売上は

同▲1億円、営業利益は同±０億円

・航機その他事業は、受注は前年同期比+16億円と伸長したものの、

売上は前年同期比▲15億円、営業利益は▲9億円の減益

・営業利益は減収および粗利率の低下により減益

・航空機ビジネスにおいて開発工数がかさんだジョブがあったことも減益要因

の一つ
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○制御地域別 受注高、売上高

・受注高は、主に中国、インドで堅調。

欧州・CIS、中東アフリカ、北米も前年を上回る

・売上高は、アジアを中心に伸長。それ以外でも欧州・CIS、北米で前年を

上回る。

中南米、インドは為替の影響で前年比減も、現地通貨ベースでは堅調。

※仕向け地別基準
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○<参考>制御業種別 受注・売上高比率（構成比）

・受注はUpstreamが回復傾向、前年同期比で+3pt

主に中東における大口ジョブが牽引

・化学業種もインドを中心に好調



○業績予想（修正あり）

・制御事業が堅調に推移していること、子会社の株式譲渡の影響、為替

レートの見直し等を反映し、受注、売上、営業利益ともに上方修正

・為替影響は、受注+7億円、売上+7億円、営業利益+17億円

受注・売上の感応度が低い数字となっているが、米ドル以外の他国通貨

が米ドルとは逆方向の円高に振れている影響による

・受注高・売上高に対して、

①為替影響による修正の割合は、大きくない

②航機その他セグメントの子会社譲渡は、第４四半期にマイナス要因と

なるが、それを吸収のうえ上方修正
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○FY18営業利益増減要因（修正あり）

・5/8に発表した数値とその差分を含め示した

・5/8に発表した数値から、

①売上増に伴う粗利増は、18億円増加の+33億円、

②粗利率改善は、５億円減少の+13億円、

③販管費、KBC関連、会計処理は、変更なし、

④為替の影響は、17億円増加の▲3億円

となっており、営業利益の予想は30億円増加の360億円
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○セグメント別 受注・売上・営業利益（修正あり）

・制御事業は、受注高＋150億円、売上高＋100億円、営業利益＋45億円

・計測事業は、変更なし

・航機その他事業は、主に子会社の株式譲渡の影響により

受注高・売上高は▲50億円、営業利益は、減収に加え航空機ビジネスに

おいて開発工数がかさんだオーダーがあったことも含め▲15億円
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○制御地域別 受注・売上高 予想（修正あり）

・日本の受注高・売上高は変更なし

・海外を上期の実績、下期の見通しを踏まえ上方修正

中南米の売上高を除いて、全体的にほぼプラス側に修正

特に、受注高はアジア、中東アフリカで、売上高はアジアで大きく修正
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○株主還元

・期初の予定通り中間配当15.0円を決議

・年間の配当予想は、業績予想を上方修正したが据え置き

ただし、配当方針の「配当性向30％を上回る水準」は確保
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〇外部環境変化とYOKOGAWAの強み

・５月の中期計画発表時に示したスライド

・TF2020発表以降も外部環境の基本的な認識に、戦略を変更するよう

な大きな変化はない

・ただし、天然ガスの気運が早まっている

・ダウンストリーム側、特に石油化学の供給分野で投資機運がプラス方向

・この気運の継続性は注視する必要はあるが、事業の視点では歓迎する

方向
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〇現状認識

・全体として天然ガスのプロジェクトの動きが活発化

・特に中国の需要増がプロジェクトの具体化を加速している印象

・生産性向上を目的とした更新投資など、OPEX投資も動きがある

・（地域）中東・インドのシステム、中国・日本の製品販売が堅調。北米は

レイバーコストの上昇など少し気になる点はあるが、石油化学案件に期待。

ロシアはガスプロジェクトに注目

・（業種）引き続き化学の需要が底堅い。天然ガス、石油化学の投資は活発

・したがって、当初厳しく想定した状況と比べ、CAPEXの市場成長率は上回る

可能性あり

・リスク感として、米中貿易摩擦や中東情勢の影響など、マクロ経済や投資の

減速、中国の景気動向等多少懸念はあるが、足元では直接的な感触なし

・天然ガスについては、次ページ以降で少し詳しくご説明
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〇世界のLNG需給見通し ～継続的に需要が増加～

・JOGMEC 様の公開資料 「LNGの需給見通し」

・中長期的にも需要は継続的に増加する見通しのなか、2030年にかけて

需給キャップが拡大する予想

・グラフの右上、2023年以降のグレー部分で、「計画段階のプロジェクト」が

数多く想定

・地域別でみた場合は、次のスライドをご参照
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〇今後期待される公表済みLNGプロジェクト

・主要なLNG計画プロジェクト

・「LNGカナダ」は新規大型プロジェクトとして、ロシアのヤマルプロジェクト以来

約５年ぶりにFID（なお、ヤマルは当社が担当）

・特定地域に偏りがなく、世界で広範囲に動きがある

・特に「アジア（中国を含む）」が需要増を牽引していく見通し

・当社もプロジェクト案件の進捗をみながら、積極的に受注活動に取り組む
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〇エネルギーサプライチェーンでOPEXビジネス拡大

・天然ガスを含むエネルギーのサプライチェーン

・天然ガスは上流から下流まで仕事の範囲が広く、つながっている（赤色）

・天然ガスは、地下や海底からメタンを主成分とする天然ガスを採取して、

ガスパイプラインで輸送する場合と、これを圧縮して冷却して液化させLNG

として輸送する２つのパターンがある

・世界の生産量ではガスパイプラインでの供給が圧倒的に多く、液化させたLNGの

輸送は全体の３０％ぐらいと推測

・パイプラインは移動できず柔軟性がないことや、需要地域が変化していることから、

液化させたLNGの輸送の比率が徐々に高まっている認識

・日本は都市ガスや電力の燃料として早くからLNGを輸入し使用

日本のEPCもLNG関連プラントに対する高い技術力と実績を持ち、YOKOGAWA

もお客様とともにノウハウや実績がある

・YOKOGAWAは、日本の受入基地ではおよそ3分の2程度のシェアをもち、

サプライチェーンの自動化で世界トップクラスのシェアを持つ
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〇バリューチェーンでOPEXビジネス拡大

・サプライチェーンの当社の実績（シェア当社推定）

・一旦納入すると、生産管理、シミュレーション、エネルギーの最適化など

OPEXの領域に入る仕事が増えて、範囲が拡大中
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〇ライフサイクルでOPEXビジネス拡大（イメージ事例）

・OPEXビジネスのイメージ

・誤解されやすい点の一つ。プラント建設時、具体的には、FEEDと呼ばれる「基本

設計」から運転開始までが主な範囲となるが、仮に１兆円でプラントが建設された

場合、当社のイニシャルの受注額は１～２％と、100～200億円規模。当社の

売上の数％程度

・したがって、CAPEXをとりながら、OPEXを拡大していく方針

・一方、OPEXはプラントのライフサイクル全体にわたり継続的に仕事が続く

・プラントは40年～50年という長期視点での運用が前提なので、一度採用

したベンダーを頻繁に代えることは、保守体制などにかかわるスイッチングコス

ト等がかさむため望ましくないと考えるお客様が多く、結果的にお付き合いが

長く続く傾向

・YOKOGAWAは直近10年程度の間に、中東、東南アジア、ロシアでイン

ストールベースを急激に拡大（中東、ロシアでは50％に近いシェアと推測）

・この先も、インストールベース、つまりOPEXビジネスを軸に成長していくことに

変わりない
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〇TF2020基本戦略

・中期計画発表時に示した、基本戦略の概念図(イメージ)

・改めて基本戦略は大きく３つ

①既存事業の変革

②新事業とビジネスモデル変革への挑戦

③グループ全体最適による生産性向上

・これらの変革を支える基盤として、デジタルトランスフォーメーション

・歯車のごとく、全体をドライブする役割
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〇戦略への取り組み：３つの基本戦略

・中計に対する、半年の活動の取り組みについてご説明

・①既存事業の変革では、自社ブランドの拡充はもちろんだが、

最近シェブロン社とSCM関連のソフトウエアのグローバル販売契約を締結

するなどポートフォリオの拡充を積極的に活動。また、化学業種の強化では

中国、インドで成果がでつつある

・②新事業とビジネスモデル変革への挑戦においては、ライフイノベーションで

は自社の開発を含めた体制の強化とビジネス立ち上げ。そして、ビジネスモ

デル確立では、アムニモというややスタートアップ型会社を設立し、IIOTアー

キテクチャを活用したビジネスを立ち上げ中

・③グループ全体最適により生産性向上は、TF2017から継続的な施策も

あるが、RPAな導入などによる業務効率化や人財強化

・このなかでは、「短期の施策」と「中長期的な施策」とがミックスしている

・例えば、短期の施策では、調達コストの削減が計画通り数億円の効果

・一方、中期の施策は、「再生可能エネルギーへの取り組み」や「リカーリング型

ビジネスモデルの確立」などで、腰を据えて着実に進めていく考え
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〇戦略への取り組み：デジタルトランスフォーメーション（DX)

・全社の歯車として３つの変革をドライブするのが「デジタルトランスフォーメー

ション」

・４月に新組織、変革の青写真を描く

・目指す方向は、「OTとITの融合」

・下期を中心に20億円程度の投資

・「お客様への価値提供」では、「IIOTアーキテクチャの活用」。そして「セキュリ

ティ サービスの強化」に取り組む。

制御層のセキュリティを担保する仕組みの構築やサービスの提供、お客様の

現状を評価する仕事も増加

・「社内への価値提供」では、ITのグローバル最適化、世界112社の共通化

そしてクラウド化を進める
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〇業績予想（修正後）

・修正した数字を着実に達成したい

・世界状況は不透明な点はあるが、

「中長期も短期の積み重ね」であり、３つの変革をはじめ目の前の課題を

着実にクリアしていきながら、まずは今期の目標を達成していきたい
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〇TF2020経営目標

・わずか６か月で判断するのは早計ですが、まずは概ね「順調なスタート」と

捉えている

・この３年間では、市場環境（特にCAPEX）に左右されることなく、

「トップラインは市場成長を上回り」、かつ「収益性を向上させていく」ことが

経営目標

・ごれらの指標を達成していきたい



〇YOKOGAWAが目指す方向

・今後の中期的な経営の方向性について

・１点目は、ビジネスと同じく「中長期的視点」での経営

比較的長いビジネスサイクルにおいて、お客様をはじめとするステークホルダ

ーにコミットメントし続けていくこと重要であり、前提

・２点目は、当たり前だが「成長」と「効率化」という両面への挑戦

「成長」という点では、例えば、オーガニックだけでなく、積極的にM&Aなどを

検討して進める

「効率化」という点では、デジタルトランスフォーメーションが鍵、結果として

「企業価値の最大化」を目指す

・そのためにもまずはTF2020の3年間で、「成長機会の創出」と「成長基盤

の確立」を成し遂げ、Three goalsというコミットメントを達成しながら、持続

可能な社会の実現に貢献していく

・株主、投資家のみなさまには、引き続きご支援のほどよろしくお願い申し

上げます
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〇DCSシェア/業種別データ2017

・当社のDCS業種別で言えば、どちらかと言えばいわゆるダウンストリーム系

が得意でおよそ半分近くを占め、特にChemical・Petrochemicalの分野

では、グローバルでトップクラスと言われている

・「アップストリーム」系の比率は16.8％(青色)だが、この中の半分近くが

LNGの主に「液化」に関する仕事
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